平成25年度補正地域商店街活性化事業　申請書類チェック表
	都道府県名
	
	市区町村名
	

	商店街名
	
	ご担当者氏名
	


応募書類チェック表（有＝○、ない場合は無印、関係のない書類には／をつけてください。）
	No
	提出書類名
	商店街様
チェック欄
	県振連
チェック欄
	備考

	Ⅰ　応募関係書類

	1
	(様式１)平成２５年度補正地域商店街活性化事業への応募申請書
	
	
	

	2
	(様式２)事業計画書　１．助成事業者について
	
	
	

	3
	(様式２)事業計画書　２．事業計画
	
	
	

	4
	(様式２)事業計画書　３．事業の効果・数値目標
	
	
	

	5
	(様式３)経費明細書　総括表
	
	
	

	6
	(様式３)経費明細書　事業別経費明細書
	
	
	

	7
	(様式４)地域商店街活性化事業　支援表明書【市区町村】
	
	
	

	8
	(様式５－１)助成事業者確認書  共同店舗、テナントビル等からの申請における確認事項
	
	
	

	9
	(様式５－２)助成事業者確認書　市場等からの申請における確認事項
	
	
	

	10
	(様式５－３)助成事業者確認書　①商店街組織の連合体等からの申請における確認事項
	
	
	

	11
	①に付随する、傘下の商店街組織それぞれの商店街等区域図
	
	
	

	12
	連たんする商店街組織において、傘下の商店街組織ごとに歩行者通行量を測定しない場合、その理由
	
	
	

	13
	(様式５－４)助成事業者確認書　②重複申請における確認事項
	
	
	

	14
	(様式５－５)助成事業者確認書　４次募集との重複申請における確認事項
	
	
	

	Ⅱ　添付書類関係

	1
	定款又は規約等（必須）

（※商店街組織と民間事業者の連携体の場合は連携体を構成する全ての補助対象者のもの）
	
	
	

	2
	決算関係書類２期分(必須)

（※商店街組織と民間事業者の連携体の場合は連携体を構成する全ての補助対象者のもの）
	
	
	

	3
	役員名簿１期分(必須)

（※商店街組織と民間事業者の連携体の場合は連携体を構成する全ての補助対象者のもの）
	
	
	

	4
	商店街等区域図(２種)(必須)
	
	
	

	5
	商店街パンフレット・PR写真等(任意)
	
	
	

	6
	その他説明資料(任意)
	
	
	


【注】誠に恐縮ですが、このチェック表は申請書類に同封してお送りくださいますようお願いいたします。提出書類等に不備のある場合、審査対象とならないことがありますのでご注意ください。
（様式1）
平成　　　年　　　月　　　日

全国商店街振興組合連合会　理事長　殿

【商店街組織】


名称

代表者役職


氏名
印


【民間事業者】※該当者のみ

名称

代表者役職


氏名
印

平成２５年度補正地域商店街活性化事業への応募申請書
標記の事業を実施いたしたく、下記のとおり関係書類を添えて応募します。

記
１．事業計画書（様式２）
正１部　　副２部
２．経費明細書（様式３）
正１部　　副２部

３．地域商店街活性化事業　支援表明書【市区町村】（様式４）
正１部　　副２部

４．助成事業者確認書（様式５）
正１部　　副２部

５．定款又は規約等（代表者の定めがあるもの）
３部

※代表者の決定、総会等の運営、財産の管理等について定めたもの

６．原則直近２期の決算書類、直近１期の役員名簿等
３部

７．商店街等区域図
３部

８．その他資料
３部
（様式2）

地域商店街活性化事業計画書

1. 助成事業者について

【商店街組織】

	①名称
	
	②代表者役職・氏名

（ふりがな）
	役職：

氏名：

（　　　　　　　　　　　　　　）

	連合会又は連名の場合、参加する会員数又は組織数
	
	総事業費及び助成金額
	総事業費（　　　　　万円）

助成金額（　　　　　万円）

	③所在地
	〒　　　　　－



	④電話番号/FAX番号
	電　話：　　　　　（　　　　）　　　　　　　
	ＦＡＸ：　　　　　（　　　　）

	⑤実施事業の担当者
（ふりがな）
	担当部署： 

担当者氏名：

（　　　　　　　　　　　　）

	⑥連絡先電話番号
	
	⑦メールアドレス
	

	⑧設立年月日
	年　 　月　 　日
	⑨店舗の集積状況

（事業を営む者の数）
	店
	⑩組合員数

（連合会の場合は所属員数）
	人

	⑪専従役職員数

（常勤の役職員数）
	専従役員（役職名）：　　　　　　　　　　　人
	専従職員：                             人

	⑫属性

（該当する番号に○をつけてください）
	①商店街振興組合、事業協同組合等において組織される法人格を持った商店街組織

②法人化されていない任意の商店街組織であって、定款等により代表者の定めがあり、財産の管理等を適正に行うことができるもの

③上記①、②に類する組織（商工会、問屋街、共同店舗、テナントビル、市場など）

④商店街組織の連合体（連合会組織、連盟組織、連名、複数の商店街を包含する商工会等）

	⑬重複申請
	※連合会や連名等の２者以上の組織から成る連合体で採択実績があり、今回その傘下組織が単独で申請している場合、また傘下組織に採択実績があり、今回その傘下組織を構成員とする連合会や連名等の２者以上の組織から成る連合体で申請している場合にも記載してください。
連合体

　事業者名：

　事業名：

傘下組織

　事業者名：

　事業名


	中小指針の適用
	有　・　無
	中小会計要領の適用
	有　・　無


【民間事業者】※該当者のみ

	①名称
	
	②代表者役職・氏名

（ふりがな）
	役職：

氏名：

（　　　　　　　　　　　　）

	③所在地
	〒　　　－



	④電話番号/ＦＡＸ番号
	電　話：　　　　　（　　　　）　　　　　　　
	ＦＡＸ：　　　　　（　　　　）

	⑤実施事業の担当者
（ふりがな）
	担当部署：

担当者氏名：

（　　　　　　　　　　　　）

	⑥連絡先電話番号
	
	⑦メールアドレス
	

	⑧資本の額又は出資の総額
	
	⑨従業員数
	人
	⑩主たる業種
	

	中小指針の適用
	有　・　無
	中小会計要領の適用
	有　・　無


連携体で申請する場合は以下もご記載ください。

	事務局からの
書類送付先
	〒　　　－

	実施事業の担当者
（ふりがな）
	氏名：

（　　　　　　　　　　　）
	事務局からの連絡先

（電話、ＦＡＸ）
	電話：
FAX：


2. 事業計画

	①事業名
	

	②事業実施予定期間
	平成　　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日

	③商店街の概況
	

	④商店街に意欲ある若手リーダー、青年部、女性部等の存在がある場合、本事業遂行における活動状況を記載
	

	⑤本事業の実施体制及び他機関との連携体制
	

	⑥事業の概要
	※助成事業を活用して実施する事業のみ記載してください。

※事業が複数ある場合（商店街の恒常的な集客力向上や販売力向上が見込まれるイベント等の事業と商店街の体質強化に資する事業等）、各事業の具体的な内容をそれぞれ記載してください。



	
	イベント
	※事業実施期間内に実施するイベント名及び開催予定日を記載してください。助成事業を活用して開催するもの、自己負担で開催するものに分けて記載してください。

※イベントが複数ある場合にはそれぞれについて記載して下さい。

イベント名：

開催予定日：

	⑦従来から継続している事業の場合は、これまでとの違い（新規の要素）を記載

	　新規　　・　　継続　（該当する方を○で囲む）

（継続の場合、具体的に記載）


	⑧１次～３次募集において、地域商店街活性化事業の採択実績がある場合

過去採択事業の①事業名及び概要、②助成事業実績報告書の提出有無、③事業実施の効果に対する自己評価及び今回申請する事業へ反映した点を記載
	①事業名：　
  採択次：
１次先行　　・　　１次通常


２次先行　　・　　２次通常


３次通常　　　　　　　　　　　（該当するものを○で囲む）

  概要：

②助成事業実績報告書の提出有無：  有　・　無　　（該当する方を○で囲む）　

③過去採択事業実施の効果に対する自己評価及び今回申請する事業へ反映した点：

（※特に過去採択事業と同様の事業を実施する場合には、過去採択事業からの変更点を明記）


	⑨４次募集以降において、地域商店街活性化事業の採択実績がある場合は、採択事業の①事業名及び概要、②今回申請している事業との違い、③それぞれの事業効果について、合理的な説明を記載
	①事業名：

  概要：
②今回申請している事業との違い：

③それぞれの事業効果について合理的な説明：




3. 事業の効果・数値目標

	①事業の効果
・数値目標

※事業の効果を測定する指標として定めた、「歩行者通行量（イベント実施時などの通行量ではなく、平常時の通行量を用いること）」の増減及び「売上高」の増減（又は「空き店舗数」の増減）、その他独自に設定した指標の効果を記載すること

※基準値となる数値（事業実施前の測定値）はパーセンテージ等ではなく、実数値で記載すること
	①想定している事業効果の概要

②数値目標

歩行者通行量

売上高（空き店舗数）

時期

数値目標

数値目標

事業実施前

事業終了後

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

平成３０年度

平成３１年度

数値目標の根拠

歩行者通行量

売上高（空き店舗数）

③その他独自に設定した指標（任意）がある場合には、行を追加して記載して下さい。


	②取組が単発で終わらず効果を維持するための工夫、資金の手当て
	


（様式3）

経　費　明　細　書

	事業者名
	

	事業名
	


（単位：円）

	助成対象経費項目
	助成事業に

要する経費

（消費税込）
	助成対象経費（消費税抜き）
	助成金額

（消費税抜き）
	助成事業に要する経費にかかる積算内訳（消費税込み）

	区分
	項目
	
	員数・回数等
	事業金額
	
	

	①謝金
	謝金
	
	人
	
	
	

	②旅費
	旅費
	
	人
	
	
	

	③庁費
	会議費
	
	回
	
	
	

	
	借料
	
	－
	
	
	

	
	設営費
	
	－
	
	
	

	
	広報費
	
	－
	
	
	

	
	印刷費
	
	－
	
	
	

	
	資料購入費
	
	－
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	－
	
	
	

	
	備品費
	
	－
	
	
	

	
	消耗品費
	
	－
	
	
	

	
	委託費
	
	－
	
	
	

	
	外注費
	
	－
	
	
	

	
	雑役務費
	
	－
	
	
	

	
	小計
	
	－
	
	
	

	④その他の経費
	その他の経費
	
	－
	
	
	

	①～④の合計
	
	－
	
	
	

	⑤その他助成対象外経費
	
	－
	－
	－
	

	総事業費（①～⑤の合計）
	
	－
	
	
	


注１：イベント等と体質強化の事業等、事業が複数となる場合、事業ごとの経費明細書とは別に、経費明細書の総括表も提出してください。　その場合、本様式を適宜複製してご使用ください。

注２：各経費の積算内訳を示してください。必要に応じて別紙を添付してください。
※商店街組織と民間事業者が連携をする場合には、以下も記載してください。

	
	商店街組織

（　　　　　　　　　　）
	民間事業者

（　　　　　　　　　　）

	総事業費
	円
	円

	助成対象経費
	円
	円

	助成金額
	円
	円


（様式4）
地域商店街活性化事業　支援表明書【市区町村】
平成　　年　　月　　日




印

	助成事業者名
	

	事業名
	


	記載市区町村
	

	担当部署
	

	担当者名
	

	住所
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


	１．当該地方公共団体が考える助成事業者（商店街組織）の役割・重要性

	

	２．今後の助成事業者（商店街組織）に対する支援への意見表明

	


助成事業者確認書

○商店街組織に類する組織からの申請における確認事項

共同店舗、テナントビル、市場などは、実態を考慮しつつ、第三者委員会で商店街組織に類するものであるかどうかを総合的に判断することとなるため、具体的には以下の論点に沿って説明下さい。

●共同店舗、テナントビル等

（ア）借り手の多くが中小企業者であること【様式５－１】
（イ）支援表明書により、本助成対象者は地域住民とともにコミュニティを形成し、地域の暮らしを支える生活基盤を担っていることが明らかとなっていること【様式４】
●市場等【様式５－２】
（ア）不特定多数の一般消費者を対象として事業を行っていること
（イ）開場時間が極めて限定的でないこと
【様式5-1】

●共同店舗、テナントビル等からの申請における確認事項
＜借り手の多くが中小企業者であることの説明＞

	借り手

	（説明）



【様式5-2】

●市場等からの申請における確認事項

＜不特定多数の一般消費者を対象として事業を行っていることの説明＞

	（説明）※HP画面やチラシを添付しても可




＜開場時間＞

	


助成事業者確認書

①商店街組織の連合体等（連合会、連盟、連名、商工会等）からの申請における確認事項【様式５－３】

・商店街組織の連合体については、以下３点が全て提出されていることが必要です。

※以下②重複申請であるかどうかに関わらず、（ア）～（ウ）の提出書類は必須です。

【提出必須書類】

（ア）傘下の商店街組織リスト【様式５－３】

（イ）傘下の商店街組織それぞれの商店街等区域図【様式任意（※別紙で添付すること）】

（ウ）傘下の商店街組織ごとの事業効果【様式５－３】

注：傘下の商店街組織ごとに①歩行者通行量の増減、②売上高の増減（又は空き店舗数の増減）、③その他独自に設定した指標（任意）を示してください。

歩行者通行量については、測定箇所を商店街等区域図（各店舗の場所が分かる街区図）に図示してください。なお、連たんする商店街組織の場合、合理的な説明があれば、必ずしも全ての傘下商店街組織ごとの事業効果は必要ありません。（連たんする商店街組織において、傘下の商店街組織ごとに歩行者通行量を測定しない場合、合理的な説明を記載してください。）

②重複申請における確認事項について【様式５－４】

※原則、商店街組織の連合体等とその傘下の商店街組織が重複して本助成事業を申請（重複申請）することは認められません。ただし、商店街組織の連合体が、以下３点についての合理的な説明をしていると認められた場合、商店街組織の連合体等及び傘下の商店街組織の重複申請はいずれも助成対象となりえます。

（a）傘下商店街組織が本助成事業に申請していることについての言及

（b）連合体が実施する事業と傘下商店街組織が実施する事業との違い

（c）連合体と傘下商店街組織それぞれの事業効果についての合理的な説明
助成事業者確認書

【様式5-3】

①商店街組織の連合体等（連合会、連盟、連名、商工会等）からの申請における確認事項

＜傘下の商店街組織リスト及び傘下の商店街組織ごとの事業効果＞

	傘下の商店街組織
	歩行者通行量
	売上高

（空き店舗）
	その他

	
	実施前
	実施後
	実施前
	実施後
	実施前
	実施後

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


※傘下の商店街組織の数に応じて、行を追加して記載して下さい。
＜傘下の商店街組織それぞれの商店街等区域図＞
　※歩行者通行量について、測定箇所を商店街等区域図（各店舗の場所が分かる街区図）に図示してください。【様式任意（※別紙で添付すること）】
　なお、連たんする商店街組織の場合、合理的な説明があれば、必ずしも全ての傘下商店街組織ごとの事業効果は必要ありません。
●連たんする商店街組織において、傘下の商店街組織ごとに歩行者通行量を測定しない場合、その理由
	（説明）




※上記の説明は、測定箇所を図示した商店街等区域図（各店舗の場所が分かる街区図）に記載しても構いません。

助成事業者確認書

【様式5-4】

②重複申請における確認事項

＜傘下商店街組織が本助成事業に申請していることについての言及＞

	（説明）




＜連合体が実施する事業と傘下商店街組織が実施する事業との違い＞

	（説明）




＜連合体と傘下商店街組織それぞれの事業効果＞
	（説明）




助成事業者確認書

○４次募集以降との重複申請における確認事項

４次募集以降において、以下に該当する地域商店街活性化事業の採択実績がある場合には、採択事業の①事業名及び概要、②今回申請している事業との違い、③それぞれの事業効果について合理的な説明を記載して下さい。

　　・４次募集以降の採択事業者が、規定の上限額の範囲内で今公募にも申請している場合

　　・４次募集以降において連合会や連名等の２者以上の組織から成る連合体で採択実績があり、今回その傘下組織が単独で申請している場合

　　・４次募集以降において傘下組織で採択実績があり、今回その傘下組織を構成員とする連合会や連名等の２者以上の組織から成る連合体で申請している場合
【様式5-5】

③４次募集以降との重複申請における確認事項

＜事業名及び概要＞

	（事業名）

（概要）概　要：




＜今回申請している事業との違い＞

	（違い）




＜それぞれの事業効果について合理的な説明＞
	（説明）
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